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　調布｢憲法ひろば｣は6月12日10時半から、たづくり映像シアターで167回例会。東京自治労連委員長の矢吹義則さん（写真左上）から「人権としての医療」についてお話を聞いた。リアル参加21人、オンライン参加4人だった。司会は三浦久美子世話人（写真左下）、記録は鈴木彰世話人が分担し、写真は今井至さんにお願いした。　　　　　　　　（編集部）
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東京自治労連委員長





小泉改革いらい


の民営化の流れ


　昨年３月末まで東京都の職員として福祉保健局で働いていた矢吹さん。職場は府中市の都立病院に隣接する障碍者施設でした。


　04年の小泉「構造改革」いらい、国立病院・国立大学の法人化、公務の民営化が強行され、石原都政が都議会の関与を排除して理事会でこれを推進してきたことを、体験を踏まえて怒りを込めて語った。石原知事が16あった都立病院を８つに減らし、小池知事が19年末に「独立行政法人化（独法化）」を発表。いきなり民営化では抵抗が強いので、６年かけて一歩手前の独法化を行なうというが、都立病院の統廃合・閉鎖を進めることに変わりはない。


コロナ禍がしめ


す公営の重要性


　これらの結果、都立・公社病院は都内全病院のわずか５％になった。しかしいまも公営病院は感染症病床の70％を引き受け、コロナ禍で１７００床の増床にも応えた。都知事の要請に機敏に応えたことも含めて、これは都直営の公営だからできたことだ。真っ先に民営化を進めた大阪がコロナ禍で医療逼迫に陥ったこともそれを裏付けている。


それでも医療破


壊政策は続く


　菅政権は、コロナ感染が拡大しているさ中の国会で、高齢者医療の窓口負担２倍化、病床の削減、医師の労働時間延長など、医療制度の抑制と破壊を続けている。


　東京都は、国が名指しした４４０病院の統廃合を進めるために、独法化の条例を９月に出し年明けに実施しようとしている。福祉保健局の健康安全部が一手に引き受けるコロナ対策は不十分で、ＰＣＲ検査も出遅れたが、これは小池流の弱さだ。都庁職員の７割はリモート・派遣・兼務となり、政策に批判を持てば幹部も飛ばされた。


東京都はなぜ独


法化を進めるか


　災害や感染症への対応、小児・周産期・障碍者・高齢者・難病への対応など採算をとれない分野の医療を支えるために都は年４００億円を投じてきた。これは赤字ではなく、行政が担うべき「行政医療」なのだが、これを独立法人にして採算をとらせるというのが小池都知事の「独法化」だ。法人の理事会が、都議会の関与も住民の参加も排除して不採算分野の医療を切り捨て、「医療ツーリズム」など儲け主義と効率主義の経営を行なう。公務職員の給与・処遇も有無を言わさず一朝にして民間人に切り換えて「稼ぐ医療」をつくるのだという。


これでは都民の


命は守れない！


　そのために小池都知事は、「23年に独立行政法人に移行する」として去年まで６億円だった準備予算を今年39億円にした。しかし、人の生命に関わる医療は、医師や看護師・検査技師などの人手を減らすことはできない。「毎日新聞」社説（６月２日）が「（コロナ禍への）対応で公立病院が存在感を増している」とし「再編方針は見直すべきだ」と指摘したのは正鵠を射ている。





保健所の実態が


教えている


　石原都知事の時から「より安定した経営基盤をつくるべきだ」として「改革プラン」が４年ごとに組まれ、病院の統廃合が進められてきた。三多摩ではかつて住民10万人ごとに置かれていた保健所が「感染症時代は終わった」として５つに減らされ、憲法25条の「公衆衛生」という言葉は都政の中で「健康」に置き換えられてきた。


　コロナ禍は、これらの結果について国も東京都も、抜本的に見直すべきことをさし示した。


　私たち「人権としての医療・介護東京実行委員会」は、みなさんの協力も得た「地方独立法人化を中止し、医療サービスの充実を求める請願」署名を都に届けてきたが自民・公明・都民ファーストが賛成せず採択にいたらない。


　都の職員が、毎週金曜日の都知事記者会見を聞いて初めて知る、という強権的な運営、補正予算も議会を経ず知事専決。これは変えなければならない。


　　（鈴木　彰・記）
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